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新型コロナウイルス感染症対策にかかる取組について 

 

令和４年３月２９日 教育委員会事務局・健康福祉局 

 

１ 本市における感染状況 

 

（１）年代別新規感染者 

 

 

  ○令和 4年１月 6日から 1月 12日の週に、新規感染者が 308名となった後、オミクロン

株の影響による爆発的な感染拡大により、翌週には約 6倍となる 1,838名となった。 

  ○感染のピークとなった 1月 27日から 2月 2日の週では、過去最多となる 3,930名の新

規感染者を確認。 

  ○その後緩やかに減少していたが、3 月 3 日から 3 月 9 日の週に増加に転じ、直近では

再び減少したものの、依然として高い水準が継続している。 

  ○年代については、20代、30代の若年層から始まった感染の拡大が、家庭や職場等を通

じて高齢者にまで波及し、現在は未成年（特に幼児・児童）において感染が拡大してい

る。 

 

 

 

 

 

資料１ 
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２ 学校現場における感染状況と学習サポートの状況 

 

（１）児童生徒・教職員等の感染状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和 4 年 1月 7 日に児童生徒の感染が確認されて以降、市内感染者の増加に比例して

児童生徒の感染者数も増加した。 

  ○1月 20日～26日の週には、児童生徒の感染者数は最多の 512名となった。 

  ○2月 17日～23日の週には 268名まで減少したが、その後再び増加に転じた。 

  ○3月 17日～23日の週には 161名まで減少した。 
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（２）登校できなかった児童生徒数と学習サポートの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○新型コロナに伴う出席停止や感染不安等により登校できなかった児童生徒は、1 月 24

日～28日の 1週間で小中合わせて 10,948人に上った。 

（濃厚接触等による出席停止：4,379人、感染不安による休み：6,569人） 

  ○出席停止や感染不安により登校できなかった児童生徒に対しては、授業のライブ配信

等の学習サポートを実施。 

 

（３）学習サポート 

  ①学習サポートの内容（保護者への通知内容） 

 

 

 

 

 

教科等 学習サポート方法 

国語、社会、算数、理科、外国

語活動・外国語、道徳、学活 

授業のライブ配信を行います 

次の場合、別の方法となる場合があります 

①普通教室以外での授業となるなど、授業内容によっ

てライブ配信が困難な場合 

②授業内容によって効果的な別の方法があり、児童・

保護者と同意がある場合 

音楽、図工、家庭、体育、 

生活、総合的な学習の時間 

特別教室等での授業や実技系の授業、活動中心の授業

は、授業場所や授業内容を考慮して、効果的な学習サ

ポートを行います。ライブ配信を行う場合もあります 
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３ 保健所・学校との連携 

 

（１）学校への対応 

○学校における臨時休業（学級閉鎖、学年閉鎖、休校）の判断にあたっては、保健所の助言

を踏まえ決定していたが、感染者の急激な増加に伴う保健所業務のひっ迫により、 

  ・学校における疫学調査が進まない 

 ・濃厚接触者または接触者の検査が出来ない 

  状況となり、その結果、保健所の助言を受けるまでに時間を要し、学級閉鎖等が長引く 

く状況となった。 

○上記のことを踏まえ、学校で陽性者が出た場合の対応について下記の通り実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 保健所内に学校対応チームを設置 

・教育委員会から、指導主事や再任用職員（元教員）を派遣 

  ・学校での感染状況を把握し、濃厚接触者や接触者の判定作業及び判定結果の学校への通知、

児童生徒の行動履歴を保護者へ聞き取る等の対応を実施 

 

２ 臨時休業の判断基準を明示 

  ○文部科学省が示す基準を準用し、判断。 

   【学級閉鎖】 

   以下のいずれかの状況に該当し、学級内で感染が広がっている可能性が高い場合、学級閉鎖

を実施する。 

   ①同一の学級において複数の児童生徒等の感染が判明した場合。 

   ②感染が確認された者が１名であっても、周囲に未診断の風邪等の症状を有する者が複数い

る場合。 

   ③１名の感染者が判明し、複数の濃厚接触者が存在する場合。 

   ④その他、設置者で必要と判断した場合 

   【学校全体の臨時休業】 

   学校の総学級数の２５％以上の学級を閉鎖するなど、学校内で感染が広がっている可能性が 

高い場合、学校全体の臨時休業を実施する。 

   【休業期間】 

   閉鎖の期間は、５日程度を目安に、感染の状況把握、感染の拡大状況、児童生徒等への影響 

等を踏まえて判断する。 

 

３ 学校における接触者への対応 

・これまで学校で感染者が発生した場合、保健所による疫学調査の結果を踏まえ、濃厚接触者

については保健所又は医療機関における検査、接触者（クラスメート全員等）について学校

で検査を実施してきた。 

  ・しかし、①オミクロン株による感染は第５波までと比較して症状が軽いこと②濃厚接触者や

接触者に限らず感染していること③保健所業務のひっ迫により、現在、市民については濃厚

接触者であっても症状がなければ検査をしない対応を取っていることを踏まえ、学校におけ

る接触者への学校での検査は行わないこととした。 
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（２）感染拡大防止に向けた取組 

 ①小学校等の教職員に対する集中検査 

  ○国の基本的対処方針に基づき実施している高齢者施設等の従事者に対する集中的検査

の対象を小学校等にも拡充し、週に１回、全ての教職員に抗原定性検査キットを用い

た検査を実施することで感染者を早期に探知して、クラスター発生の防止を図る。 

  ○対象施設 

   小学校９２校、幼稚園６園、あおば支援学校、児童育成クラブ８７施設 

  ○検査実施期間 

   令和４年３月 22日の週から４月最終週まで（週に１回程度の検査） 

 

 ②社会機能維持検査（濃厚接触者になった場合の待機を早期に解除するための検査） 

  ○小学校等で従事する教職員が濃厚接触者となった場合、待機を早期に解除するために

抗原定性検査キットを用いた検査を実施することで、待機期間を短縮し社会機能維持

を図る。 

 

 

 

 

  ○対象施設及び検査実施期間 

   上記の①の集中的検査と同じ 

   ※①の対象ではない中学校や高等学校等は、別途労務厚生課にて措置された、抗原定

性検査キットを検査希望校（者）に配布して対応している。 

 

（３）今後の検討課題 

  令和４年３月１７日付文部科学省からの事務連絡で発出された事務連絡の取扱いについ 

て協議を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「オミクロン株が主流である間の当該株の特徴を踏まえた濃厚接触者の特定及び行

動制限並びに積極的疫学調査の実施に伴う学校に関する対応について」 

  ・保育所、幼稚園、小学校で感染者が発生した場合、濃厚接触者を特定するかは自治

体ごとに保健所と相談して方針を決定する。 

  ・中学校や高校で感染者が発生した場合、濃厚接触者の特定は必ずしも行われない。

（感染者数が低水準の自治体については引き続き幅広く特定を行うことも妨げら

れない。また、同時に多数の感染者が発生し感染拡大の場となっている可能性があ

る状況など、さらなる感染対策の必要性が認められる場合には、地域の実情に応じ、

保健所と連携を図ることを検討する。） 
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４ ワクチン接種について 

 

（１）ワクチン接種について（R4.3.28時点） 

 初回接種（1，2回目）の対象者・・・満 5歳以上 

 追加接種（3回目）の対象者 ・・・・満 12歳以上（2回目接種から 6カ月経過後） 

 

 

 

 

 

 

（２）小児接種（5歳～11歳）の実施について                  

①接種概要 

○対象者数 

約 48,000人（接種券送付者） 

   ○接種希望者推計 ※本市ラインアンケートによる推計 

約 30,000人：48,000人×62.5％ 

○接種券の発送 

3月 10日（木）に一斉発送済 

○接種スケジュール  

   重症化リスクの高い小児に対して 3月 15日から先行接種（入院患者等 20人が接種

済）を開始。その他の希望者への接種を 3月 28日から開始。 

   ○接種場所、接種期間 

医療機関約 100か所、集団接種会場 4か所 

   

 

 

 

   〇予約状況（R4.3.28時点） 

    接種率は約 13％。（対象者 48,000人に対し、予約数 6,000人）。 

    

 

 

 

○接種を受ける際の同意 

接種は強制ではなく、効果と副反応のリスクについてしっかり情報提供が行われた上で、

接種を受ける方の同意を得て接種する。また、原則、保護者（親権者または後見人）の同伴

と保護者の署名を要する。 

○接種を希望しない方への配慮 

差別的な対応がされないよう、ホームページやチラシ等で注意喚起を行っている。 

１回目接種 ２回目接種

第１期 ３月１９日（土） ３月２８日～４月１７日 ４月１８日～５月　８日

第２期 ４月３０日（土） ５月　９日～５月２９日 ５月３０日～６月１９日

※第3期以降は予約状況に応じて検討する。

予約開始日
接種期間

対象者数Ⓐ 予約数Ⓑ
接種率見込
(Ⓑ/Ⓐ)

48,000人 6,000人 13%

※　予約数は、医療機関独自受付分の推計値を含む。

年齢 対象者数※

5-11歳 48,000

12-64歳 458,412 382,871 ( 83.5% ) 144,768 ( 31.6% )

65歳以上 193,612 185,442 ( 95.8% ) 156,398 ( 80.8% )

合計 700,024 568,313 ( 87.2% ) 301,166 ( 46.2% )
※R3.1.1時点の住民基本台帳人口。5-11歳は接種券送付者。

※3回目接種対象者は12歳以上。(12-17歳は、R4.3.25に対象年齢とされた。）

3/28開始（詳細後述）

3回目接種済数（接種率）2回目接種済数（接種率）
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＜参考＞接種券同封チラシから抜粋 

 
 ○学校の出席に関する取り扱い 

   ワクチン接種のために熊本市立の幼稚園・小学校を休んだ場合については、欠席

とならない。 

   

②安心・安全な接種への取組 

   ○医師会との連携 

    ・医師会から安全確保のためのアドバイスをいただいて接種体制を構築している。 

    ≪熊本市医師会・鹿本医師会からのコメント≫ 

     小児への新型コロナワクチン接種は、重症化リスクを軽減するなど１２歳以上の

健康な子どもへの接種と同様に意義があると考えています。一方で接種後の副反応

についても考慮し、メリット、デメリットを本人と保護者等が十分話し合い、ご理解

していただいたうえで、接種をご判断ください。心配な時は、かかりつけの医師や接

種を行う医療機関にご相談ください。 

   ○効果と副反応のリスク双方の情報提供 

    ・熊本市ホームページの小児接種特設ページを開設 

    ・市政だよりへ掲載 

    ・新聞広告、ＳＮＳ等で情報発信 

   

＜参考＞新型コロナワクチン小児接種（5歳～11歳）の熊本市ＬＩＮＥアンケート 

   ○実施日 令和 4年 1月 7日（金）～１月 9日（日） 

○集計結果（抜粋） 

【設問】5歳～11歳の新型コロナワクチンが接種可能となった場合、接種しますか？ 

【回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 
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【参考】学校現場における第６波への対応状況 

 

年月日 対応状況等 

R4.1.12 

 

R4.1.13 

 

 

R4.1.14 

 

 

 

R4.1.17 

 

 

 

R4.1.19 

 

R4.1.20 

 

 

 

 

R4.1.24 

 

R4.1.27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○感染が急拡大していることを踏まえ、県がリスクレベルを２に引き上げ 

 

○県リスクレベルが「2」となったことから、感染状況等に応じた様々な対応を

まとめた「対応パッケージ」を各学校（園）へ通知 

 

○リスクレベル引き上げに伴う部活動の対応について各学校へ通知 

・感染リスクが高い活動を控える、練習時間は出来る限り短くするなどの対応

を取るよう通知 

 

○オンライン授業のための準備及び留意点について通知 

・アプリのバージョンアップ、タブレットの長時間使用による児童生徒への負

担軽減、オンライン授業時の児童生徒の質問対応等について通知 

 

○熊本県に「まん延防止等重点措置」の適用が決定（適用期間は 1/21～2/13） 

 

○「まん延防止等重点措置」の適用に伴う対応について通知 

・感染リスクの高い学習活動の一時停止や代替活動で実施 

・部活動は、県内外問わず他校と交流する合同練習等を中止 

・市立高校は分散登校や時差登校等を実施 

 

○熊本市医療非常事態宣言 

 

○県がリスクレベルを「３」に引き上げ 

○リスクレベル引き上げに伴う市立学校の対応について通知 

【部活動について】 

・自校での練習は 1/29～2/13まで原則禁止 

・2 週間以内に公式大会等を控えている場合は、平日最低限の人数で 1 時間程

度の練習を認める 等 

【臨時休業等の判断について】 

・保健所業務がひっ迫していることから、学級閉鎖や学校全体の臨時休業の判

断基準を設定 

・学校で感染者が発生した場合、接触者に対する学校での検査は実施しない 

等 
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年月日 対応状況等 

R4.1.28 

 

R4.2.10 

 

 

 

 

 

R4.3.4 

 

 

 

 

 

R4.3.10 

 

 

 

 

R4.3.14 

 

 

 

 

R4.3.17 

 

R4.3.18 

○市立幼稚園における登園自粛要請について通知 

 

○まん延防止等重点措置の期間延長に伴う対応について通知 

・引き続き、感染リスクが高い学習活動は一時停止や代替活動で実施 

・部活動も、自校での練習は原則禁止。ただし、校長の判断により必要な場合

は大会 4週間前からの練習も認める 等 

○まん延防止等重点措置の期間延長に伴う登園自粛延長の協力について通知 

 

○まん延防止等重点措置の期間再延長に伴う対応について通知 

・感染症対策を講じてもなお感染リスクの高い学習活動自粛の再徹底を依頼 

・部活動については、感染リスクの高い活動は一時的に停止、または代替活動

を含めて適切に対応することを徹底するなどの制限を設けた上での活動を認

める。 

 

○小学校等の教職員に対する集中的検査等の実施について通知 

・まん延防止等重点措置が延長されたことに伴う新たな感染対策として、小学 

校、幼稚園、あおば支援学校、児童育成クラブの従事者に対して抗原定性検 

査キットを配布。 

 

○中学校、高校（平成さくら支援学校含む）、総合ビジネス専門学校に従事する

職員に対しても抗原定性検査キット配付について通知 

・新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者であり各学校で待機解除が必要と判

断した職員が使用する抗原定性検査キットを必要に応じて配布。 

 

○まん延防止等重点措置が 3月 21日をもって終了することが決定 

 

○県がリスクレベルを「２」に引き下げ 

○まん延防止等重点措置の解除に伴う対応について通知 

【学習活動について】 

・感染症対策を講じてもなお感染のリスクが高い学習活動については、可能な

限り感染症対策を行い、ＩＣＴの活用も含め実施方法を工夫する 

【部活動について】 

・感染リスクが高い活動は代替活動を含め適切に対応することを徹底 

・合同練習や練習試合は実施可とするが、実施する場合は十分な感染症対策を

取る 

○市立幼稚園における登園自粛要請解除について通知 


